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◇改正労働者派遣法が4月1日から施行されます。 者に対する言動に注意を払うよう努めることが、

派遣先労働者と派遣労働者の間の不合理な待遇 事業主及び労働者の義務として明記されました。

差が禁止される法改正が2020年4月1日より施行さ ２.事業主に相談等をした労働者に対する不利益な

れます。 取扱いの禁止

１.派遣元による待遇決定方式 従業員がセクハラ等について事業主に相談をし

派遣元は、派遣先における通常の労働者と派遣 た場合、事業者が、当該従業員に対し、セクハラ

労働者の待遇に不合理な差異が無いよう、次のい 等について相談したこと等を理由とした不利益な

ずれかの方法により派遣労働者の待遇を定める必 取扱いを行うことが禁止されます。

要があり、②の方法を採用しているか否か、採用 これは、従業員がこうした相談等を行うことを

している場合にはその概要を関係者に開示する必 躊躇しないよう配慮することが目的です。

要があります。 ３.自社の労働者等が他社の労働者等にセクハラを

① 派遣先から提供される待遇情報を前提とし 行った場合の協力対応

て派遣先労働者との均等・均衡待遇を決定す 事業主は、自社の労働者が他社の労働者にセク

る方法（派遣先均等・均衡方式） ハラを行ったとされる場合において、他社から雇

② 派遣元労働者と労使協定を締結した上で派 用管理上の措置の実施（セクハラの有無に関する

遣する方法（労使協定方式） 事実確認等）に対して協力するよう求められたと

２.派遣先による情報提供 きは、これに応ずるよう努めるものとされました

派遣先は、派遣契約に先立ち、派遣元に待遇情 （努力義務）。

報を提供しなければならず、情報提供がなければ ４.調停の出頭・意見聴取の対象者を拡大

派遣元は派遣契約を締結できません。派遣先が情 セクハラに関する調停制度について、各都道府

報提供すべき内容は、派遣元が前項の①または② 県労働局の紛争調整委員会が必要があると認める

のいずれを採用しているかにより異なります。 場合には、関係当事者の同意の有無に関わらず、

３.派遣先が講ずるべき措置 職場の同僚等に対しても、参考人として出頭の求

派遣先は、派遣労働者の待遇改善が行われるよ めや意見聴取が行えるようになりました。

う派遣料金に配慮しなければなりません。また、 ＊上記１、２及び４については、パワーハラスメ

派遣労働者に対しても教育訓練の機会を与えた ントや、いわゆるマタニティハラスメントについ

り、給食施設、休憩室及び更衣室の利用の機会を ても同様とされています。

与えなければなりません。 ５.適用日

４.派遣元の説明義務 厚生労働省の告示によれば、これらの定めは、

派遣元は、派遣労働者の雇入れ時及び派遣時に 令和2年6月1日より適用するものとされています。

それぞれ労働条件を明示して説明しなければなら （友成、門屋）

ず、派遣労働者から求めがあった場合には派遣先

労働者との待遇の相違の内容及び理由等について ✾✾✾法務トピックス✾✾✾

説明しなければなりません。 ◇ハイブリッド型バーチャル株主総会の実施ガイ

＊ ドの策定（2020.2.26. 経済産業省）

◆セクシュアルハラスメントなどの防止に関する 経済産業省は、企業がハイブリッド型バーチャ

対策の実効性向上に向けて～セクハラ等の対策が ル株主総会（取締役や株主等が一堂に会する物理的

企業の法的義務に～ な場所で株主総会（リアル株主総会）を開催する一

男女雇用機会均等法、育児・介護休業法、労働 方で、リアル株主総会の場に在所しない株主がイン

施策総合推進法がそれぞれ改正され、セクシュア ターネット等の手段を用いて遠隔地から参加／出席

ル・ハラスメント等の防止対策を強化しました。 することができる株主総会）を実施する際の法的・

１.セクハラ等に関する事業主及び労働者の責務を 実務的論点、及び具体的取扱いを明らかにする「ハ

明確化 イブリッド型バーチャル株主総会の実施ガイド」

セクハラを行ってはならないものであり、これ を策定し公表しました。

に対する関心と理解を深めること、及び他の労働 詳細は経済産業省のホームページをご覧下さい。
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本年施行される法律より、派遣労働者に対する不合理な待遇差を禁止する改正労働者派遣法及びセ

クシュアルハラスメント等の防止対策を企業に義務づける諸法の改正内容をご紹介します。

https://www.meti.go.jp/press/2019/02/20200226001/20200226001.html
https://www.meti.go.jp/press/2019/02/20200226001/20200226001-2.pdf

